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本来のエネルギー需要管理施策は技術を中心とする 

       は人を中心にする： 
行動変容をおこす情報提供と需要管理 



Opower:  
電力公益企業向けのクラウド・ソフトウェア・プラット

フォーム＋ 
ビッグデータ分析エンジン＋行動科学による情報提供 

 



95社の公益企業、 9カ国、  
5200万世帯の家庭消費者に向けて展開※ 

非自由化市場でのパートナー…  …そして自由化市場でのパート
ナー 

アメリカ 英国 オーストラリア カナダ フランス アメリカ 
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 YTD

80 公益企業 
1.8 TWh 

3 公益企
業 

9 GWh 

12 公益企業  
51 GWh 

21 公益企業 
207 GWh 

55 公益企業 
752 GWh 

90 公益企業 
3.1TWh 

95 公益企業 
5+ TWh 

各家庭の行動変容が総合的に膨大な成果を生む 

5600億
円 

お客様の光熱
費節約 

390万 
トン  

CO2削減 



家庭エネルギー消費レポート（HER）の表面: よく似たご家庭との比較 



HERsの裏面: 

家庭ごとのエネルギー消費パターンに合わせた節約アドバイ
ス 



Lesson 2: customer engagement has long-lasting BEE effects 

Months since program start 
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平均的な節約率 = 1.5 – 
2.5% 

Opowerの実績は優秀な第三者機関も承認済 

顧客エンゲージメントが続けば続く程、省エネ効果も続
く 



大規模の無作為対照化試験で試された実績 

 

Opowerによる 
顧客エンゲージメント 

処置なし 対照グループ 

実験グループ 

(統計的に同等グループ) 

ターゲット顧客 
無作為に配分 



顧客エンゲージメント、省エネの参加率と、 
電力会社に対する満足度の相関性： 

BGEでのデマンド・レスポンス行動変容プログラムの事例 

一般対象者: 5% 

積極的参加者: 15%+ 

顧客満足度の効果も 



顧客エンゲージメントにより、電力会社は単なるエネル
ギー 

プロバイダーから信頼性のあるエネルギー・アドバイザー
へ 

55% 
64% 

73% 

62% 

72% 
76% 

Control Opower recipients

我が家の電力プロバイダーは 
家計の節約を協力してくれる 

…電力使用の節約を 
協力してくれる 

…信用できるエネルギー
効率情報を提供してくれる 



顧客エンゲージメントは新商品、 
新サービスへの受け入れにも繋がる 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

Water HVAC Rebate Appliance Rebate Weatherization Appliance Recycling Home Audit

%
 参
加
率
増

 

他の省エネプログラムへの参加率影響 
（実験 vs 対照グループの比較） 

家庭エネルギー 
監査 

家電リサイク
ル 

エネル
ギー 
改善 

省エネ家電の 
仕入割り戻し 

各種の省エネプログラム 

HVACの 
仕入割り戻し 

高効率性給湯器 
交換 



行動プログラムは電力会社においても、 
お客様においても、コスト、時間、労力の負担が

低い 
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HEMs、最新の省エネ家
電、太陽光等のハード

ウェア、 
技術の仕入れと取り付け 

家庭エネルギー 
監査と小規模の 
エネルギー改善 

行動プログラム 
によるエネル

ギー 
効率 

実施に 
かかる 
コスト 

高 

低 

消費者に
要する 
時間と 
努力 

高 

低 
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日本が直面している政策改革にとっても、 
行動プログラムは合理的で欠かせない 

お客様を中心
にする効果 

行動科学と省
エネ技術の組
み合わせの必
要性 

Opowerの欧米電力公益企業パートナーは行
動科学とビッグデータ分析により、各家庭に合わ
せた情報提供に工夫している。 

 より多くの情報を得られたお客様は、ご自分
のエネルギー使用に対する意識と電力会社
への満足度が確実に増加している。 

欧米では、スマートメーターのデータ分析と顧
客エンゲージメントの組み合わせにより、新しい
需要管理制度（デマンド・レスポンス、時間帯
別料金制度等）の受け入れが向上している。 

 技術と行動科学の組み合わせにより、より
効果の高い需要管理システムが可能にな
る。 

日本の電力事業改革 
の目的 

» 顧客選択と満足度の向上 
 

 
» エネルギー効率化 

 
 

» ピーク負荷低減 
 
 

» スマート・グリッドの普及 
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ありがとうございまし
た 

Opower Japan 株式会社 
渉外部ディレクター 
ケン・ヘイグ 
ken.haig@opower.com 


